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１　はじめに
本研究は清末から民国時期に天津の日本租界で中国人児童を対象として展開された教育について考
察するものである。
各国列強は 1860年から不平等条約によって，天津で各国の租界を取り決めた。中国においては，5
つの日本租界（漢口，蘇州，杭州，重慶，天津）があったが，天津の日本租界は最大かつ繁栄を遂げ
ていた租界であった。日本租界は，日清戦争で敗北した清朝政府が 1896年 10月 19日，日本政府と『公
立文凭』に調印し「清国政府は日本政府より請求の上は，早速，上海，天津，廈門，漢口等に日本専
有の居留地を設けることを允すべし」とされたことに始まる（２）。『公立文凭』は，中国で日本専有租
界を承認した最初の条約となった（３）。翌 1897年，日本政府は天津領事鄭永昌をして天津海関道李岷
琛などと交渉し，『天津日本租界条約』に調印した。こうして天津で日本租界の設置が認められたの
である（４）。
1900年 5月，義和団の乱が勃発し，日本政府は軍隊を天津に送り，さらに 6月に陸軍第 5師団を
中心とした部隊を増派した。同年 7月，天津は八ヵ国連合軍に占領され，日本清国駐屯軍は天津日本
租界の南西角に位置する海光寺に駐屯していた。
日出学館は，1900年 12月に日本租界閘口河岸恬祐祠内に設立された。創立者は，清国駐屯軍第 5
師団陸軍憲兵大尉隈元実道である。隈元実道は現地の紳士と商人に働きかけて，日出学館の運営経費
のため，1500余元を醵出した（５）。館名はかつて日本の推古天皇が隋煬帝に書を贈り，「日出処天子
致書日没処天子」と名乗ったことにちなんで「日出学館」と命名された。
日出学館についての先行研究は，日本においては劉建雲の研究（６）を除いてほとんど蓄積がない。
また劉建雲の研究は，日出学館について，外務省外務資料館蔵の『天津共立学堂ノ状況に関する報告
の件』，『東亜同文会報告』15巻などを資料として概説したものである。
本稿では，創立者の隈元実道によって作成された『清国天津日本租界日出学館創立記事』（７）（以下，
『日出学館記事』），及び天津日本租界居留民団による出版された居留民団周年記念誌といった第一次
資料を中心に分析し，日本租界においてどのような中国人教育が行われていたのか，その本質はどの
ようなものであったのかを明らかにすることを，課題として設定していく。
中国の日本租界における教育研究は，これまで資料の制約もあって，日本，中国ともに研究が少な
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かった。本論文においては，新たな第一次資料を発掘しながら実証的な研究を行っており，その意味
で一定の意義があるものと考える。
２　天津租界における教育
清末から民国時期にかけて，天津租界では初等教育，中等教育，高等教育の各段階で数多くの学校
が設立され，租界に居住した中国人子供向けの教育機関はもちろん，租界に居留した外国人の子女を
教育するための教育機関も設置された。そして，外国人経営の学校と中国人経営の学校が同時に共存
していた。
2.1　中国人のための教育機関
2.1.1　中国人の経営する学校
清末時代，天津に私塾があり，一部の子供は私塾で，読み書きを学んだ。日清戦争の敗北の衝撃に
より，天津各界の人士において初めて国民教育を振興すべきという声が高まった。特に，天津は外国
人と接触が多くて，新式教育に関心を持つ人々も少なくなかった。1903年，『奏定学堂章程』が清国
政府によって頒布され，全国統一の新教育制度が導入され，人材育成に力が注がれた。
民国時期に入り，学校教育の制度をさらに推進しようとしたが，何年にもわたる軍閥の混戦で，教
育費は戦費に流用され，義務教育の発展は大きく阻害された。しかし，その時期に注目すべきは大学
教育の発展である。天津租界では，中国人が創立した大学として，厳範孫・王奎章両氏の家塾から発
展した南開大学，及び中国史上最も歴史のある近代式大学―北洋西学学堂が著名であった。
南開大学は 1919年に創設された。その前身は清末の光緒年間に開設されていた厳範孫・王奎章両
氏の家塾であり，1907年に天津の城南南開に校舎を新設し，南開学校として開学した。さらに，外
遊して欧米の新教育法を研究した厳範孫及び張伯苓は南開大学の設立を決定した。創立当初，教授
10余名，学生 80余名だったが，社会からの寄付金を受け入れ，新しい校舎や科学館，図書館を新築
した（８）。
一方，北洋西学学堂は，アメリカのハーバードとイエール大学を模倣して創立された大学であり，
法科，鉱山科，機械科，工木科などの専攻が設置された。学生は天津，上海，香港の出身者が多い。
ただし入学試験が難しいため，合格者は少なかった。入試準備のために，予備科も設立された。1902
年，北洋大学堂と改名し，中華人民共和国成立後，天津大学となった（９）。
2.1.2　外国人の経営する学校
外国人経営学校の多くは宗教に関わっていた。このような教会学校は私立学校が多く，イギリス租
界とフランス租界に集中し，主として中国人の学生を教育対象とした。学費が高いため，中堅層以上
の家庭の子女しか入学できなかった。
有名な教会学校として，「中西書院」があげられる。「中西書院」は 1886年にアメリカの Charles 
Daniel Tenneyにより創立され，官僚や買弁（外国商人が貿易の仲介人として雇った中国人）の子弟
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を募集した。
また，フランス租界に創立された「法漢学校」は 1895年に開校した。学校の目的は，フランス語
に精通する，また教養のある中国人を育成することによって，租界でよりよい統治を実現させること
であった。フランス語，中国語，数学，地理，簿記などの科目を設けた。
日本租界の天津共立学校は日出学館から発展し，日本租界の中国人児童に初等教育を行う教育機関
であった（以下の第 3章参照）。
2.2　外国人のための教育機関
天津に居留する外国人児童の初等教育は極めて重要な問題とされてきた。特に職務上自国から派遣
させられた外国人にとって，その子女が天津で教育を受けるに当たって，適切な初等教育を受けるこ
とができるかどうかに対して関心が高かった。一部の外国人の親の中には，子女の教育のため自ら職
を辞めて天津を去り，自国に帰る人もまれではなかった。また，親たちは仕事の関係で暫く自国に帰
らない場合，幼い子供を家庭と親から離れた自国の学校に送ることも多かった。
2.2.1　欧米人の教育機関
1890年頃，天津において外国人児童教育機関設立の声が次第に盛んになった。オールセエント教
会の附属家屋にはじめて小規模の学校が開設され，オールセエント学校と称された。その後，年々生
徒数が増加した。しかし，校舎の狭さと宗派の問題，そして義和団事件の勃発で，オールセエント学
校は閉校となった。
1905年，イギリス人を主とする天津学校協会によって，無宗派の天津英文学堂が設立された（10）。
租界内居住者の子弟の国籍を問わず，6歳から 16歳までの児童は入学が可能であった。使用言語は
すべて英語であった。創立当初，寄宿舎は整備されていたが，生徒数の増加にともない，校舎が手狭
になり，次第に寄宿舎を閉鎖していった。同校の最上級試験は英国ケンブリッジ大学の地方試験で
あって，合格者には英国各大学の入学資格を与えた。
その他欧米人の教育機関の有名な学校は，フランシス派宣教師による聖チヨセフスクール，ロマー
旧教派に属するフランス宣教師による経営したマリストブラザアスカレッジなどがあげられる。
2.2.2　日本人の教育機関
日本政府は海外に居留している日本人児童の教育を重視していた。中国における日本人児童に対す
る教育は 1870年代の上海から始まった。上海の日本東本願寺が「アジアで最も大きい貿易港である
上海において，日本人が現代教育を受けられないことは，恥ずかしいことだ」と考えていた（11）。ま
た天津では，「日本居留民たちは租界の設立当初から，子供の教育をすでに真剣に考えていた」（12）。
天津の日本人児童の教育機関としては，小学校 2校（天津第一日本尋常高等小学校，天津第二日本
尋常高等小学校），及び天津日本中学校，天津日本高等女学校，天津日本商業学校，天津日本青年学校，
天津日本幼稚園などが開設されていた。
天津第一日本尋常高等小学校は日本人教育機関において最も古く，1902年 12月 1日に創立された。
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そして天津に居留する日本人の急増にともない，就学児童数も急激に増加したため，天津第一日本尋
常高等小学校の収容力だけでは不可能となった。それゆえ，1936年天津第二日本尋常高等小学校が
開設された。
一方，天津日本租界の女子教育の不備を補うために，天津日本高等女学校が 1921年に創立された。
また，租界においては日本人中等教育機関が備えられていなかったため，日本人児童が小学校卒業後，
中学に行くには，帰国するか，天津以外の都市にある日本人中学校に進学せざるをえなかった。この
問題を解決するため，1933年租界の芙蓉街に天津日本商業学校が創設された。
３　日出学館と創立者―隈元実道
3.1　隈元実道と日出学館の創立
日出学館の創立者隈元実道は，1850年 12月に薩摩藩の草牟田に生まれた。明治維新後，東京に出
て陸軍の憲兵大尉となり，台湾征伐に行き，西南の役に抜刀隊を率いて名をあげた。隈元は東京の赤
坂丹後町に道場を開いたが，1892年 5月 8日に皇太子（後の大正天皇）が道場に来訪したことを契
機として，道場の名を「振気館」と改め，自らの武術を「振気流」と称した（13）。
1900年義和団の乱が勃発した際に，隈元は清国駐屯隊とともに天津の日本租界に到着した。また
軍事命令を受け，天津日本租界において軍事道路を整備した。軍道の竣工式直後，1900年 12月に天
津日本租界に日出学館を設けた。『日出学館記事』の緒言には，創立の経緯について以下のように記
されている（14）。
日出学館は…十二月二十日軍道竣工の式に紳士連を会し，学生募集を試む，応募者約四百有余名
と註す。すなわち其の夜十二時，日出学館の標札を掲げ，其翌日各職員を糾合し課を分て，宣布
す事後承諾多し，翌々二十三日開館式をあぐ…
このように，軍道の竣工式が 1900年 12月 20日に行われ，同時に日出学館の入学者を募集した。
12月 20日の夜，日出学館の門札が出され，12月 21日職員を寄せ集め，学館の授業や日常経営の仕
事を分担し，12月 23日開館式が行われた。
しかし，日出学館が 1900年 12月 23日に開館してから 2ヶ月後，隈元実道は転任となった。1901
年 2月 1日に，台湾の抗日民衆が台中県で反日抗議が行われ，2月 3日に隈元実道は命令を受け天津
を離れたのである（15）。
3.2　日出学館
3.2.1　日出学館の沿革
日出学館について，軍経営時期，董事会時期，及び財団法人時期に分けて考察しよう（17）。
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（1）軍経営時期
隈元実道は日本租界閘口河岸恬祐祠内を一年使用料銀 120元に租借して日出学館を建て，租界内中
国人児童に日本語，及び日本語による数学，漢文，物理，化学，体操などの教育を行った。またこれ
に共鳴した中国人は 1500元を出資した（18）。学校は隈元離津の後は，軍参謀または派遣隊長など交代
に校長となっていた。日出学館は，1902年に規則を改正し，校務を整えた。学生から月謝 1元を徴
収するようになり，それを以て中日両国の民間人教師と使用人の報酬とした。1904年には天津普通
学堂へと改称した。
（2）董事会時期
1906年 5月，学堂総辧の柚原完蔵参謀が校務一切を本願寺布教使の峯旗良充に譲り，軍人の教師
も任を退いた。その後，中国人董事会の経営に移り，中国人各戸より毎月徴収した衛生費の残額を学
校の教育費に当てることにした。隈元実道の『日出学館記事』には，創立当初入館生徒数は 170名で
あったが，1906年に 40余名に減ったと記されている。その理由は，1904年以降は日露戦争の影響で
あると考えられる。
軍と関係が絶たれた当学堂は，資金困難のため，一時廃校に直面したが，「明治 41年（1908年）1月，
大木霊道校長時代に附属共立小学堂を設立して居留民団より年額 1200元の補助金の下付を受けるこ
ととなり，居留民団は本校の意義を認識し，その継続と発展とを企画して補助額も明治 45年（1912
年）4月より 1860元，大正 2年（1913年）4月より 3000元，大正 10年（1921年）4月より 5500元，
大正 12年（1923年）4月より 6000元，大正 14年（1925年）4月より 6350元，昭和 4年（1929年）
4月より 9000元，昭和 6年（1931年）4月より 10480元と増額」となった（19）。学校は居留民団から
補助金を得て，維持し続けた。
民国時代に入ると生徒が再び 100名以上に増え，1913年 1月に学校は共立小学堂と天津高等学堂
を合併し天津共立学堂と再度改名，2階建の校舎を建てた。1921年 4月，全学級を根本的に改革し，
図 1　共立学校と改称した後の日出学館（16）
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初等科 3年，初等補習半年，高等科 3年，高等科補習半年の編制をした。さらに，1923年 2月より，
女子の入学を許可し，30名の入学を迎えた。
（3）財団法人時期
1933年 9月天津居留民団より資本財産の寄附を受け，そして財団法人の設立認可をうけ，領事の
指名する理事会によって経営することとなった。なお，1933年 9月から中等科を女子技芸科 3年に
改定した。1937年の理事は，高凌霨（理事長），王揖唐，曹汝霖，方若，陸棟興，孫潤宇，呉鼎昌，
臼井忠三，野崎誠近，今井茂などであった。1937年 2月までの統計により，在学生は 623名であり，
卒業生は男女合計 387名であったという（20）。
3.2.2　校務の変遷
天津居留民団は 10年ごとに記念誌を 1冊出版していた。全部で 3冊，即ち『天津居留民団 10周年
記念誌』，『天津居留民団 20周年記念誌』，『天津居留民団 30周年記念誌』が出版された。3冊の記念
誌において，日出学館（記念誌では共立学校と称する）の部分が収録された。本節は，3冊の記念誌
に基づき，日出学館校務の変遷について考察していく。
（1）歴年の在籍生徒数と教職員
表 1は日出学館の創立から間もない 1900年から，『天津居留民団 30周年記念誌』の出版年度であ
る 1937年までの在学生徒数のまとめたものである。
居留民団の記念誌のデータには一致しない箇所が存在している。たとえば，『天津居留民団 30周年
記念誌』では，大正 5年の生徒数は 114名，大正 10年は 337名，大正 15年（昭和元年）は 365名と
書いていた。また，開館当初の人数について，『天津居留民団 10周年記念誌』では，80名と記録し
表 1　1900年から 1937年までの在学生徒数（21）
年度 生徒数 年度 生徒数 年度 生徒数
明治 33年（1900） 80名 大正元年（1912） 105名 昭和元年（1926） 399名
明治 34年（1901） 80名 大正 2年（1913）  91名 昭和 2 年（1927） 432名
明治 35年（1902） 90名 大正 3年（1914） 106名 昭和 3 年（1928） 450名
明治 36年（1903） 60名 大正 4年（1915）  90名 昭和 4 年（1929） ―（22）
明治 37年（1904） 60名 大正 5年（1916）  80名 昭和 5 年（1930） 486名
明治 38年（1905） 不詳 大正 6年（1917） 110名 昭和 6 年（1931） ―
明治 39年（1906） 40名 大正 7年（1918） 109名 昭和 7 年（1932） ―
明治 40年（1907） 不詳 大正 8年（1919） 113名 昭和 8 年（1933） ―
明治 41年（1908） 80名 大正 9年（1920） 116名 昭和 9 年（1934） ―
明治 42年（1909） 50名 大正 10年（1921） 144名 昭和 10年（1935） 575名
明治 43年（1910） 50名 大正 11年（1922） 146名 昭和 11年（1936） 619名
明治 44年（1911） 70名 大正 12年（1923） 210名 昭和 12年（1937） 623名
大正 13年（1924） 246名
大正 14年（1925） 371名
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ているが，『日出学館記事』の「学生姓名」（23）に名前を残された学生は 119名であった（24）。生徒数の
不一致にもかかわらず，日出学館は創立から 37年間の発展を経て，在学者数が年々増加していった
傾向が見られ，特に 1921年以降，激増率が夥しくなった。
日出学館の歴代校長は全員日本人（25）だった。教職員は，軍経営時期に駐屯軍将校下士軍属などに
教習をさせたが，その後日本人職員が次第に減少していった。1917年の教職員数 10人のうち，校長
と教習 1人は日本人だったが，他の 8名は中国人だった（26）。在学生の増加とともない職員も増加し，
1928年に職員が 12名となった。1937年に教職員は 19名に達し，校長のほか全て中国人だった（27）。
（2）学制と学科表
隈元実道は日出学館を創立した当初，学制と学科を以下のように規定した。
本館教導之法，由浅入新，従近致遠。故先教以日本言語，言語漸通，賜教技芸格物経史等高遠
之本。（「日出学館規條」より（28））
国民読本，及尋常要務，兼授万国地理，歴史，格致，算数，諸学，以培養有為之士。学生肄業，
均以三年為卒業（「日出学館規條細則」より（29））
こうして，当時の日出学館では，開設した学科目は日本語の他に，万国地理，歴史，算数，諸学な
どがある。日出学館は「浅きから深きへ」といった原則を重んじ，まず日本語を教え，日本語が上達
してから他の学科を教授した。当時の中国には，科挙制度が残存していたのに対して，日出学館は学
生に八股文に通じることを求めず，算数，地理，物理などを優先的に指導することから，実用的教育
であったといえる。修業年限は三年であった。
また，1903年，『奏定学堂章程』は清国政府によって頒布された後，日出学館は租界の中国人児童
に対する初等教育として，学制を本科 3年と初等 3年に変更した。以下の表 2は 1917年日出学館の
各学級学科表である。
さらに，民国期に入り，1921年 4月から学制は中国教育部規定小学校新学制に準じ，初級及び高
級を分設し，初級科三年及び初級補習半年，高級科三年及び高級補習半年という編成とした。高級補
習では，主に商業教育を施した。各科ともに，その科目の中に日本語が加えられている。1928年に
表 2　各学級学科表
本科一年 中国語，修身，作文，歴史，習字，理科，地理，算術，体操，図書，日本語，英語
本科二年 中国語，修身，作文，歴史，習字，理科，地理，算術，体操，図書，日本語，英語
本科三年 中国語，修身，作文，歴史，習字，理科，外国地理，算術，体操，図書，英語，日本語
初等一年 中国語，習字，算術，手工，作文，体操，唱歌，図書，修身
初等二年 中国語，習字，算術，手工，作文，体操，唱歌，図書，修身，日本語
初等三年 中国語，習字，算術，手工，体操，唱歌，修身，図書，日本語，作文
134 天津の日本租界における中国人教育に関する考察（李）
南京国民政府の成立とともに学校令は改正されたため，日出学館は 1931年 8月中国教育部の規定に
従い，小学科を初級科 4年，高級科 2年と改正した。
４　日出学館の日本語教育
日出学館では，最も重点を置いた学科目は日本語である。すなわち，学生は日本語が上達してから，
日本語で他の科目勉強を進むわけである。ここで，『日出学館記事』に基づき，開館当初，日出学館
に展開された日本語教育について考察したい。
4.1　日本語教育の内容
4.1.1　発音と反復練習への重視
日出学館の日本語教育においては，発音が重点に置かれた。『日出学館記事』は，五十音の発音に
ついて「発音教授法」と「発音教授法解説」（30）の部分で説明していた。たとえば，「発音教授法解説」
では，「あ，い，う，え，お，く，す，つ，ぬ，ふ，む，ゆ，る」の 13音について，それぞれの発音
要領が詳しく書かれていた（31）。それ以外に，発音の重要性や発音を上達させるための反復練習の重
要性などに関する指摘も何箇所か見られる。このように，隈元実道の教育観では，教育の基礎は日本
語にあり，日本語の基礎は発音にあるという意識がうかがえる。
4.1.2　日本文法
『日出学館記事』では，文法に関する説明は極めて簡単であり，品詞（32）とテンス（33）の説明しか見
つからない。その理由として，日出学館で日本語教育に携わった教師たちは，軍人が中心で，日本語
教授法などに身につけなかったためではなかろうか。従って，学習者に日本語を身につけさせるため，
品詞とテンスの日本語文法を押さえておけば，意思疎通には支障が出ないのではないか，と考えたと
推測できる。
4.1.3　会話文
『日出学館記事』の「初学生教案」は，初級レベルの学生に日本語を教える場合の授業例を提示し
たものである。学習順序として，学生はまず五十音の発音ができるようになってから，基礎日本語文
法を理解し，生活上によく使われる日常会話が日本語で話せるようになる，という段階が踏まれてい
た。「御寒い，御暑い，おはよう，こんにちは，ありがとう，さようなら」のような挨拶，「気をつけ，
休め」のような教室常用語を教えた（34）。他に，教師は敬語の使用・教授することを要請された（35）。
また，初級レベルの学生に，まず日常的な中日会話を教材とし，ペアを組んで会話練習をさせ
た（36）。日出学館の学生は卒業後，天津の日本租界で日本人が経営していた郵便局，デパート，旅館，
会社などに雇用される者が多かったという（37）。そのため，商売や接客などに直接役立つ実務的な日
本語を習得させることが，日出学館の日本語教育の特徴だと言えよう。たとえば，『記事』の「教案」
には，「顧客は常言を用い，商估は敬辞を用ゆ」などの説明がある（38）。
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4.2　日本語教育の教授法
4.2.1　対訳法と直接法の併用
『日出学館記事』では，使われた文体として漢文と日本語がある。文法についての説明は漢文で書
かれていたが，教案などは日本語で記述された。また，会話文は 2段を分けて作成し，上段には日本
語があり，下段には対応の中国語訳がついている。
ただし，会話文の中国語訳は不自然な言い方をしているものが多い。中国人が訳したものではな
く，おそらく隈元実道か日本語の授業を担当したほかの日本人軍人によって翻訳されたものではない
かと思われる。隈元実道は天津駐在期間に，軍事道路の建築など現地の人々と交流があり，中国語を
ある程度身につけたことが推測される。また，授業の進行については，以下の教案例が提示されて
いる（39）。
教師：今日は何々を教えます。 
　　　まず昨日の何々を復習なさい。 
学生：私は覚えております。 
教師：覚えておる方は手をあげなさい。 
　　　あなたはなぜ忘れました。 
学生：これから気を付けます。
このように，授業は日本人が担当し，日本語による直接話法で進められていたことが分かる。また，
教材の会話文においては，中国語訳がついているため，学生が中国語と日本語を照らし合わせること
ができるように工夫がされていた。
こうして，日出学館で行われた日本語教育は日本人教員による日本語で進める直接法と，教材で提
示された中国語訳で進められる対訳法が兼用されたものだと言えよう。
4.2.2　少人数の発音指導
日出学館では，日本語学習の初級段階，特に発音の習得に当たって，少人数の指導が行われた。「発
音教授法」では，少人数授業について，「一教師限十二学生対鏡教口音衆多無効（40）。（一人の教師は
12名の学生に限ることとし，対面で発音の練習を指導する。人数が多いと効果がなくなる）」と述べ
ている。現代でも，外国語の授業では少人数のクラスのほうは効果が期待されるということが一般的
に認められているが，それに通じる。
５　同化としての一側面
『日出学館記事』では，生徒に学ばせた歌曲が記録されている。歌曲としては，「君が代」，「紀元節」，
「天長節」，「金剛石」，「勅語奉答」などである。これらは明治時代に日本の尋常小学校で選定された
祝日大祭日唱歌である。日出学館は毎週の月曜日に，口音試験が行われ，試験内容は生徒に，祝日大
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祭日唱歌や軍歌を歌わせることであった。優勝者に鉛筆，ノートなどの日用品を賞品として奨励し，
生徒の父兄が見学することさえも要請されている（41）。さらに，表 1のように初等 1年生から初等 3
年生までの学科表にも，唱歌といった科目が見られる。
唱歌教育は，人間的成長と人格形成が図られる教科であるとともに，唱歌を学んだ人々の魂の中に
無意識的に内在化されて，暗黙のうちに日本的な感受性に同化させる効果がある。「君が代」などの
天皇讃美歌を天津租界の中国人児童に馴染ませ，教え込むことは，日本の情緒に同化させ，忠君愛国
の情を養うことを狙いとしたのだと考えることができる。
1937年蘆溝橋事件を契機として，日本は天津の初等，中等教育機関に全面的な植民地教育を強制
的に実施するようになったが，日出学館の事例のように，すでに 1937年以前に，天津の日本租界を
中心として同化教育は展開されていたのである。日出学館は日本人による経営学校として，中国人児
童に教育を施しており，「租界における日本の支配を維持するための手足養成教育」（42）と考えられる。
口音試験のような生徒や生徒の父兄などが集まる公的な場で，讃美歌と軍歌を歌うことで，潜在的に
皇国臣民としての情操を養うような内容が織り込まれていたと言えよう。
６　終わりに
本研究で取り上げた日出学館は，天津の日本租界の歴史において日本人が経営した中国人教育機関
である。
本研究は天津居留民団の 10周年，20周年，30周年記念誌といった第一次資料に基づきながら日出
学館に関わる部分，特に日出学館の沿革，校務事情を概観した。日出学館は軍経営時期，董事会時期，
財団法人時期を経て発展し，在学生は創立当初の 100余人から 1937年の 600余人に達した。
創立者の駐屯軍憲兵隊大尉隈元実道は日出学館の創立経緯を詳述した『日出学館記事』を作成した。
中国における日本語教育は 1895年から本格的に台湾が植民地された以降始まったといわれているが，
1900年に天津の日本租界で展開された日本語教育は中国人学習者を対象とした早期の日本語教育と
して注目に値する。本稿は『日出学館記事』を掘り起こし，日出学館創立当初の日本語教育について
考察し，日本語教育の授業内容と授業方法から分析した。日本語教育の授業内容において，発音練習
と反復練習について重点が置かれ，また日本語教師は軍人が中心であり，日出学館の日本語教育は，
実務に強い接客用の会話文が特徴である。授業法として，日本語授業は日本人教師が担当したため，
直説法が行われていたものの，対訳法も併用された。そして効果的な少人数の発音指導も注目すべき
である。
日出学館は中国人児童を対象とした初等教育として，人格形成や人間成長がなされた学びの場で
あった。しかしながら，唱歌教育を通して同化教育を実施し，皇国臣民としての情操を養った。日出
学館の教育の本質は天津の日本租界での支配を維持し，その後中国での植民地政策を推進するため
に，親日派・知日派の中国人を育成した教育である。
以上，日出学館を通して，天津の日本租界における中国人教育を考察してきた。今後の課題として，
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天津の日本租界で行われた他の教育機関の実態及び教育政策を実証的に明らかにし，中国人教育だけ
でなく，日本人居留民の児童教育も検討していきたい。
注⑴ 日出学館の学校名は何度も改称されている。当初は日出学館，1904年に天津普通学堂，また 1913年には
共立学校と称した。本稿では，日出学館という名称で統一している。
　⑵ 『公立文凭』は『通商口岸日本居留地議定書』とも称す。天津日本租界は，北京特命全権公使林董と勅命全
権大臣各国事務大臣張陰桓との間に締結したこの議定書に基づくものである。
　⑶ 天津市政協文史資料研究委員会（1986），『天津租界』，天津人民出版社，p. 81
　⑷ 尚克強・劉海岩（1996），『天津租界社会研究』，天津人民出版社，p. 13，『天津日本租界条約』は『天津日
本居留地取極書及附属議定書』とも称す。
　⑸ 隈元実道（1901），『清国天津日本租界日出学館創立記事』，静思館，p. 3
　⑹ 劉建雲（2005），『中国人の日本語学習史―清末の東文学堂―』，学術出版会，pp. 127–130
　⑺ 隈元実道（1901），前掲書
　⑻ 臼井忠三（1937），『天津居留民団三十周年記念誌』，天津居留民団，pp. 78–79
　⑼ 天津地方誌綱 HP，http://www.tjdfz.org.cn/tjtz/zjz/，2013年 9月 21日閲覧
　⑽ 前掲天津地方誌綱 HP，2013年 9月 21日閲覧
　⑾ 万魯建（2010），『近代天津日本僑民研究』，天津人民出版社，p. 212
　⑿ 田中良平（2005），『天津今昔招待席・租界人間像』，有限会社，p. 34
　⒀ 小佐野淳（2003），『図説武術事典』，新紀元社，pp. 118–120
　⒁ 隈元実道（1901），前掲書，p. 1
　⒂ 隈元実道（1901），前掲書，pp. 16–17
　⒃ 天津居留民団（1930），『天津居留民団二十周年記念誌』，天津居留民団
　⒄ 臼井忠三（1937），前掲書，pp. 450–452
　⒅ 隈元実道（1901），前掲書「寄付金額」，pp. 20–23
　⒆ 臼井忠三（1937）前掲書，p. 451
　⒇ 臼井忠三（1937）前掲書，pp. 453–454
　� 隈元実道（1901）前掲書，pp. 48–52
　� 隈元実道（1901）前掲書，p. 52，学生姓名の備考では，「学生百拾九名，是予係在津中，現在新増加五十名，
学生百七十名也云」と書いている。
　� そのうち，明治 33年から大正 6年までの生徒数は『天津居留民団 10周年記念誌』により，大正 7年から
昭和 3年までは『天津居留民団 20周年記念誌』により，昭和 4年から昭和 12年までは『天津居留民団 30周
年記念誌』によるものである。
　� 1929年，1931年，1932年，1933年，1934年の在学生徒数のデータが記録されていない。
　� 臼井忠三（1937），前掲書，p. 453，歴代の校長は，隈元実道（創立者憲兵大尉），井上少佐，柚原参謀少佐，
峯旗良充，大木霊道，植松伊八，矢沢千太郎。
　� 天津居留民団（1917），『天津居留民団 10周年記念誌』，天津居留民団，p. 97
　� 臼井忠三（1937）前掲書，p. 452
　� 隈元実道（1901）前掲書，p. 4
　� 隈元実道（1901）前掲書，p. 87
　� 隈元実道（1901）前掲書，pp. 26–30
　� 隈元実道（1901）前掲書，pp. 26–30。例えば，「ア」の発音要領について「唇歯共開，垂舌頭於下龈之後，
使洒气息于从喉上颚之前面。（「ア」唇歯とも開き，舌を下齦の後ろに垂れ，気息を洒わせ，喉上顎の前を従
う）」のように述べている。
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　� 隈元実道（1901），前掲書，pp. 57–58，品詞について，「名詞是物之名辞。動詞是物之動作。関係辞是名詞
動詞等之関鍵辞。…若忘記之，則方法規矩，不可得知也。日本方法各語間必要有関係辞，若不置関係辞，則
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ニ，オなど，テ，ニ，オ，ハは重要な助詞である）」と述べている。
　� 隈元実道（1901），前掲書，p. 58
　� 隈元実道（1901），前掲書，pp. 58–59
　� 隈元実道（1901），前掲書，pp. 64–65
　� 隈元実道（1901），前掲書，pp. 59–61
　� 天津市政協文史資料研究委員会（1986），『天津租界』，天津人民出版社，p. 108
　� 隈元実道（1901），前掲書，pp. 66–67
　� 隈元実道（1901），前掲書，pp. 64–65
　� 隈元実道（1901），前掲書，p. 26
　� 隈元実道（1901），前掲書，pp. 4–5
　� 劉建雲（2005），前掲書，p. 128
